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第１０８号議案 

 

令和６年度群馬県一般会計補正予算（第１号） 

 

令和６年度群馬県の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１８,９６９千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ７８１,７１８,９６９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の補正は、「第２表債務負担行為補正」による。 

（県債の補正） 

第３条 県債の補正は、「第３表県債補正」による。 

 

  令和６年５月２４日提出 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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(単位　千円)　

補正前の額 補　正　額 計

9 国 庫 支 出 金 84,417,897 △ 53,828 84,364,069

2 国 庫 補 助 金 30,116,323 △ 53,828 30,062,495

12 繰 入 金 74,787,343 277,797 75,065,140

2 基 金 繰 入 金 71,332,049 277,797 71,609,846

15 県 債 47,514,000 △ 105,000 47,409,000

1 県 債 47,514,000 △ 105,000 47,409,000

781,600,000 118,969 781,718,969

(単位　千円)　

補正前の額 補　正　額 計

7 環 境 森 林 費 19,514,315 4,000 19,518,315

4 自 然 環 境 費 3,066,119 4,000 3,070,119

9 農 政 費 22,051,488 10,000 22,061,488

5 蚕 糸 特 産 費 1,555,858 10,000 1,565,858

10 産 業 経 済 費 9,793,916 △ 57,710 9,736,206

5
ｅ ス ポ ー ツ ・ ク リ
エ イ テ ィ ブ 推 進 費

967,639 △ 57,710 909,929

12 警 察 費 46,334,274 53,679 46,387,953

2 警 察 活 動 費 4,808,900 53,679 4,862,579

13 教 育 費 166,421,707 109,000 166,530,707

1 教 育 総 務 費 26,737,409 109,000 26,846,409

781,600,000 118,969 781,718,969

第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　入

款 項

歳　入　合　計

　２　歳　出

款 項

歳　出　合　計
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第
百
九
号
議
案 

 
大
沼

及

赤
城

設
置
及

管
理

関

条
例 

 

 

第
一
条 

こ
の
条
例

と
い 

第
二
百
四
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基

大
沼

お

の

及
び 

赤
城

の
設
置
及
び
管
理
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定

 

 

第
二
条 

県
立
赤
城
公
園

自
然
環
境
に
配
慮
し
た
利
用
の
促
進
を
図
り

観
光

の
推
進
と
地
域
の
振
興
に
資
す
る
た
め

大
沼

及
び
赤
城
ラ
ン
ド
ス
テ

及
び

前

橋
市
に
設
置

 

 

第
三
条 

及
び

次
に
掲
げ
る
業
務
を
行

 

一 

及
び

の

附
属
設
備
及
び
備
品

の
提
供
に
関
す
る
業
務 

二 

前
号
に
掲

及
び

の
設

置
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
業
務 

 

第
四
条 

知
事

必
要
が
あ
る
と
認

閉
場
日
を
定

 

の

 

第
五
条 

施
設
等
の
う
ち
別
表
に
掲

有
料

利
用
し
よ

う
と
す
る
者

知
事
の
承
認
を
得

承
認
を
得
た
事
項
を
変
更
し
よ
う

と

同
様

 

２ 

知
事

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当

有
料
施
設
等
の
利
用
を
承
認
し
な
い

 

一 

公
の
秩
序
又
は
善
良
の
風
俗
を
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
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二 

施
設
等
を
損
傷
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認

 
三 
公
益
上
や
む
を
得
な
い
必
要
が
生

 

四 

及
び

の
設
置
の
目
的
に
反

 

五 

前
各
号
に
掲

及
び

の

管
理
上
支
障
が
あ
る
と
認

 

３ 

知
事

及
び

の
管
理
上
必
要
が
あ
る
と
認
め

第
一
項
の

の

条
件
を
付
す
る
こ
と
が

 

の

 

第
六
条 

利
用
の
承
認
を
得
た

当
該
有
料
施
設
等
を
承
認

を
得
た
目
的
以
外
の
目
的
に
利
用

又
は
他
人
に
利
用

 

の
承
認
の
取
消
し

 

第
七
条 

知
事

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当

利
用
の
承
認
を
取
り
消

又

は
有
料
施
設
等
の
利
用
を
制
限

若
し
く
は
停
止

 

一 

偽
り
そ
の
他
不
正
の
手
段
に
よ
り
利
用
の
承
認
を
受

 

二 

第
五
条
第
二
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至

 

三 

第
五
条
第
三
項
に
規
定
す
る
条
件
に
違
反

 

四 

こ
の
条
例
又
は
こ
の
条
例
に
基
づ
く
規
則
の
規
定
に
違
反

 

 

第
八
条 

利
用
者

利
用
を
終
了

前
条
の
規
定
に
よ
り
利
用
の
承
認
を
取
り
消

又
は
利
用
を
制
限

若
し
く
は
停
止
さ
れ
た
と
き
を
含

直
ち
に
有
料

施
設
等
を
原
状
に
回
復
し
て
返
還

 

 

第
九
条 

施
設
等
を
損
傷

又
は
滅
失
し
た
者

知
事
の
認
定
に
基
づ
き
そ
の
損
害
を
賠
償
し

 

 

第
十
条 

利
用
者

別
表
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
た
額
の
使
用
料
を
納
付

 

の

 

第
十
一
条 

知
事

特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認

使
用
料
の
全
部
又
は
一
部
を
免
除
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の
 

第
十
二
条 
納
付
し
た
使
用
料

返
還

利
用
者
の
責
め
に
帰
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
理
由
に
よ
り
有
料
施
設
等
を
利
用

場
合

限
り

 

に
よ
る

 

第
十
三
条 

知
事

法
第
二
百
四
十
四
条
の
二
第
三
項
の
規
定

法
人
そ
の
他
の
団
体
で

知
事
が
指
定

ル
ド
及
び

の
管
理
を
行

 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
管
理
者
に

及
び

の
管

理
を
行
わ
せ
る

に
よ
る
管
理
の

指
定
管
理
者

次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
も
の
と

 

一 

第
四
条
に
規
定
す
る
閉
場
日
を
定
め
る
こ
と
に
関
す
る
業
務 

二 

利
用
の
承
認
に
関
す
る
業
務 

三 

第
七
条
に
規
定
す
る
利
用
の
承
認
の
取
消
し
等
に
関
す
る

五
条
第
二
項
第
三
号

に
該
当
す
る
に
至

行
う
も
の
を
除

 

四 

施
設
等
の
維
持
管
理
に
関
す
る
業
務 

五 

前
各
号
に
掲

及
び

の

管
理
に
関
す
る
業
務

知
事
が
別
に
定
め
る
業
務 

３ 

指
定
管
理
者
に
よ
る
管
理
の
場
合
に
お
け
る

び
第
七
条
の
規
定
の
適
用
に

知
事
の
承
認
を
得

第
五
条
及
び

と第

を
除

 

 

第
十
四
条 

知
事

指
定
管
理
者
に
よ
る
管
理
の
場
合

指
定
管
理
者
に
そ
の
管
理
す
る
有

料
施
設
等
の
利
用
に
係
る

当
該
指
定
管
理
者
の
収

入
と
し
て
収
受

 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
利
用
料
金
を
指
定
管
理
者
の
収
入
と
し
て
収
受
さ
せ
る
場
合
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利
用
者

利
用
料
金
を
指
定
管
理
者
に
納
付

場
合
に
お
い
て

第
十
条
か
ら
第
十
二
条
ま
で
の
規
定

適
用

 

３ 

利
用
料
金

有
料
施
設
等
の
使
用
料
の
額
に
百
分
の
百
五
十
を
乗
じ
て
得
た
額
の
範
囲
内
に

指
定
管
理
者
が
定

 

４ 

指
定
管
理
者

前
項
の
規
定
に
よ
り
利
用
料
金
を
定

当
該
利
用
料
金
に
つ
い
て
知
事
の
承
認
を
受

承
認
を
受
け
た
利
用
料

金
を
変
更

同
様

 

５ 

指
定
管
理
者

知
事
の
承
認
を
受
け
た
基
準

利
用
料
金
の
全
部
又
は

一
部
を
免
除

 

６ 

納
付
し
た
利
用
料
金

返
還

利
用
者
の
責
め
に
帰
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
理
由
に
よ
り
有
料
施
設
等
を
利
用

場
合

限
り
で
な

 

へ
の

 

第
十
五
条 

こ
の
条
例
に
定

及
び

ン
の
管
理
に
関
し
必
要
な
事
項

規
則
で
定

 

 
 

 

附 

則  

１ 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
規
則
で
定
め
る

日
か
ら
施
行

次
項
か
ら
附
則
第
四
項
ま
で
の
規
定

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

 

２ 

知
事

条
例
の
施
行
の

前

第
十
三

条
第
一
項
の
指
定
及
び
こ
れ
に
必
要
な
手
続
を
行

 

３ 

知
事

施
行
日
前

利
用
の
承
認
そ
の
他
の
準
備
行
為
を
行

 

４ 

附
則
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
受
け
た
者

施
行
日
前

第
十
三
条
第
二

項
に
規
定
す
る
業
務
の
開
始
に
必
要
な
準
備
行
為
を
行

 

五

十

 

 

一 

大
沼

の
使
用
料 

 

  区
分 

電
源
な
し 

電
源
あ
り 

一
区
画
に
つ
き
一
泊
ご
と
に 

一
区
画
に
つ
き
一
泊
ご
と
に 

一
区
画
に
つ
き
一
泊
ご
と
に 

単
位 

 

  

使
用
料 
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二 

赤
城

の
使
用
料 

        
 

 

  

注
１ 

一
日

午
前
零
時
か
ら
午
後
十
二
時

 

 

２ 

利
用
時
間
が
こ
の
表
に
定
め
る
利
用
時
間
に
満
た
な
い
場
合

時
間
割
に

よ
る
計
算

行

 

 

三 

駐
車
場
の
使
用
料 

      
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

   区
分 

電
源
な
し 

電
源
あ
り 

一
棟
に
つ
き
一
泊
ご
と
に 

テ
ン
ト
一
張
り
に
つ
き
一
泊
ご

と
に 

一
区
画
に
つ
き
一
泊
ご
と
に 

一
区
画
に
つ
き
一
泊
ご
と
に 

一
区
画
に
つ
き
一
泊
ご
と
に 

単
位 

 

 

 

  

使
用
料 

 

第
三

場 

会
議
室 

区
分 

展
覧
会
等
に

利
用
す
る
場

合 物
品
販
売
に

利
用
す
る
場

合 

一
平
方

に
つ
き
一

日
ご
と
に 

一
平
方

に
つ
き
一

日
ご
と
に 

一
時
間
に
つ
き 単

位 

一
〇
円 

七
四
〇
円 

六
三
〇
円 使

用
料 

 

及
び
大
型
特
殊
自
動
車 

車通
自
動
二
輪
車
及
び
小
型
特

殊
自
動
車 

区
分 

一
台
に
つ
き
供
用
時
間

ご
と
に 

一
台

一
時
間

を
超
え
る
超
過
時
間
一

時
間
ま
で
ご
と
に 

単
位 

 

の
利
用
に
つ

き
供
用
時
間
ご
と
に
五
〇
〇
円

を
上
限

 

使
用
料 
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注
１ 

自
動
車
の
区
分

に
規
定

 

 

２ 

供
用
時
間

午
前
零
時
か
ら
午
後
十
二
時

 

 

四 

附
属
設
備
及
び
備
品
の
使
用
料 

 
 

 

     
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 
群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 

 

 

 

大
沼

及
び
赤
城

を
設
置
し
よ
う
と
す
る
も

 

附
属
設
備
及
び
備
品 区

分 

規
則
で
定
め
る
額 

使
用
料 
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第
百
十
号
議
案 

 
群
馬
県
知
事

権
限

属

事
務

処
理

特
例

関

条
例

一

部

改
正

条
例 

  

群
馬
県
知
事
の
権
限
に
属
す
る
事
務
の
処
理
の
特
例
に
関
す
る

一
年
群
馬
県
条
例

第
四
十
三

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 

別
表
第
二
の
十
五
の
項
上
欄

大
麻
草
の
栽
培
の
規
制
に
関
す
る
法
律

に
改

同
欄
㈠
中

大
麻
取
扱
者

大
麻
草
採
取
栽
培
者

に
改

同
欄
㈡
及
び
㈢
を
次

の
よ
う
に
改

 

 

㈡ 

法
第
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
草
採
取
栽
培
者
名
簿
の
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出 

 

㈢ 

法
第
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
草
採
取
栽
培
者
の
免
許
証
の
再
交
付
に
関
す
る
申
請

及
び
交
付 

 

別
表
第
二
の
十
五
の
項
上
欄
㈣

第
四
項
及
び
第
七
項

第
七
条
第
四
項
及
び
第

五
項

大
麻
取
扱
者
免
許
証

大
麻
草
採
取
栽
培
者
の
免
許
証

に
改

同
欄
㈤
か

ら
㈧
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改

 

 

㈤ 

法
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
同
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
報
告 

 

㈥ 

法
第
十
一
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
大
麻
の
持
出
し
に
関
す
る
申
請
及
び
交
付 

 

㈦ 

法
第
十
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
廃
棄
し
よ
う
と
す
る
大
麻
の
品
名

数
量

等
の
届
出 

 

㈧ 

法
第
十
二
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
に
関
す
る
事
故
の
届
出 

 

別
表
第
二
の
十
五
の
項
上
欄
に
次
の
よ
う
に
加

 

 

㈨ 

法
第
十
二
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
草
採
取
栽
培
者
の
免
許
の
取
消
し
に
関
す
る

届
出 

 

㈩ 

法
第
十
二
条
の
四
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
草
採
取
栽
培
者
の
死
亡
又
は
解
散
の
届
出 

 
 

 

法
第
十
二
条
の
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
の
品
名
及
び

し
の
年
月
日
並
び

に
譲
受
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
の
届
出 

 
 

 

附 

則 

こ
の
条
例

大
麻
取
締
法
及
び
麻
薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
の
一
部
を
改
正
す
る
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の
施
行
の
日
か
ら
施
行

 

 

 
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 

 

 

 

大
麻
取
締
法
の
改
正
に
伴

所
要
の
改
正
を
行
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第
百
十
一
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
職
員
退
職
手
当

関

条
例

一
部

改
正

条
例 

  

群
馬
県
職
員
退
職
手
当
に
関
す
る

の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正

 

 

第
三
十
五
条
の

に
改

 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 
山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

国
立
大
学
法
人
法
の
改
正
に
伴

所
要
の
改
正
を
行
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第
百
十
二
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
県
税
条
例
等

一
部

改
正

条
例 

 
の

 

第
一
条 

群
馬
県
県
税

五
年
群
馬
県
条
例
第
三
十
二

の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正

 

 
 

第
二
十
五
条
の

そ
の
他
規
則
で
定
め
る
郵
便
局
又
は
地
方
自
治
法
施
行
令
等
の

一
部
を
改
正
す
る

の
規
定
に
よ
り
な

お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
同
令
に
よ
る
改
正
前
の

の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
収
納
の
事
務
の
委
託
を
受

け
た

そ
の
他
規
則
で
定
め
る
者

に
改
め

第
三
項
に
お
い
て
同

削

に
規
定
す
る
会
計
管

理
者
に
つ
い
て
同
じ

削
の
会
計
管
理

は

群
馬
県
自
動
車
税
事
務
所
出
納
員

前
二
項
に
規
定
す
る
者

に
改

 

 
 

第
三
十
二
条
の

の
下

を
加

 

 
 

を
削

 

 
 

第
二
十
一
条
の

第
二
十
一
条
の
八

に
改

 

 
 

第
六
十
九
条
の
二
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加

 

 

事
業
者
を
介
し
て
行
う
電
気
通
信
利
用
役
務
の
提
供
に
関
す
る
こ
の

章
の
規
定
の

 

 

第
六
十
九
条
の
二
の
三 

消
費
税
法
第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
二
に
規
定
す
る
国
外
事
業
者
が
国

内
に
お
い
て
行
う
同
項
第
八
号
の
三
に
規
定
す
る
電
気
通
信
利
用
役
務
の

号
の
四
に
規
定
す
る
事
業
者
向
け
電
気
通
信
利
用
役
務
の
提
供
に
該
当
す
る
も
の
を
除

以
下
こ
の
条

電
気
通
信
利
用
役
務
の

同
法
第
十
五
条
の

二
第
一
項
に
規
定
す
る

を
介
し
て
行

そ
の
対
価
に
つ
い
て
同
項
に
規
定
す
る
特
定

こ
の
条
に
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特
定

介
し
て
収
受
す
る
も
の
で
あ

る
場
合

当
該
特
定

事
業
者
が
当
該
電
気
通
信
利
用
役
務
の
提
供

を
行

章
の
規
定
を
適
用

 

 
 

第
六
十
四
条
第
四
項

を

に

改

 

 
 

附
則
第
七
条
の
四
の

に
改

同
条

に
改

 

 
 

附
則
第
七
条
の
四
の
三
第
一
項
の
表
前
条
第
一
項
第
一
号
の

九

第
二
十

に
改

同
条
第
二

第
四
項
ま
で
若
し
く
は
第
六
項
か
ら
第
十
項
ま
で
の

を

ま
で
若
し
く
は
第
七
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
の

改
め

同
項
の
表
附
則
第
七
条

の
四
第
一
項
第
一
号
の

に
改

同
表
前
条
第
一
項
第
一
号

の

ま
で
若
し
く
は
第
六
項
か
ら
第
十
項

第
五
項
ま
で
若
し
く
は
第

七
項
か
ら
第
十
一
項

改

 

 
 

附
則
第
十
四
条
の
五
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加

 

 

の
納
税
義
務
者
等
の

 

 

第
十
四
条
の
五
の
三 

第
五
十
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用

当
分
の

号
ロ

一
億
円
以
下

前
事
業
年
度
の

事
業
税
に
つ
い
て
イ
に
掲
げ
る
法
人
に
該
当

払
込
資
本
の

が
株
主
又
は

し
く
は
合
同
会
社
の
社
員
そ
の
他
法
人
の
出
資
者
か

ら
出
資
を
受
け
た
金
額
と
し
て
施
行
令
附
則
第
六
条
に
規
定
す
る
金
額

十
億

円
を
超
え
る
も
の
を
除

 

 
 

の
規
定
は

前
二
項
の
規
定
は

前
項
の
規
定

第
一
項
又
は
前
項
の
規
定

附

に

前
項
の
規
定

第
一
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ

改

同
項
を
同
条
第
三
項

同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加

 

 

２ 

第
五
十
条
第
一
項
第
一
号
イ
及
び
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
並
び
に
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る

事
業
を
行
う

こ
れ
ら
の
法
人
が
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
三
項

に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
す
る
場
合
に
限

対
す
る
事
業
税
の
付
加
価
値

割
の
課
税
標
準
の
算
定

令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
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ま
で
の
間
に
開
始
す
る

の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
事
業
年

四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る

に
よ
る

解
散
を
除

日
を
含
む
事
業
年
度
及
び
清
算
中
の
各
事
業
年
度
を
除

以
下
こ
の

項
に
お
い
て
同

分
の
事
業
税
に
限

当
該
法
人
の
同
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
五

第
五
項
第
九
号
に
規
定
す
る
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
か
ら
当
該
法
人
の
同
項
第
十
一
号
に
規

定
す
る
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
を
控
除
し
た
金
額
の
当
該
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額

に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
一
・
五
以
上
で
あ
る
場
合

各
事
業
年
度
の
付
加
価
値
額
か

当
該
法
人
の
同
項
第
六
号
に
規
定
す
る
控
除
対
象
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
額

法

第
七
十
二
条
の
十
五
第
一
項
に
規
定
す
る
各
事
業
年
度
の
報
酬
給
与
額
か
ら
法
第
七
十
二
条

の
二
十
第
二
項
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
控
除
額
を
控
除
し
た
額
を
当
該
報
酬
給
与
額
で
除
し

て
計
算
し
た
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
控
除

 

 
 

附
則
第
二
十
二
条
の
五
第
一
項
の
表
一
船
舶
の
使
用
者
の

の

船
舶

ら

の

に
関
す
る
事
業
の
用
を
除

供
す
る
も
の
を
除

動
力
源

に
改

 

第
二
条 

群
馬
県
県
税
条
例
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 
 

第
三
十
七
条
の
三
第
一
項
中

に
改

同
項
第
十
一
号

七
十
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る

第
七
十
八
条
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す

る

当
該
公
益
信
託
に
係
る
信
託
事
務
に
関
連
す
る
寄
附
金

に
改

 

 
 

第
五
十
条
第
一
項
第
一
号
ロ
中

並
び
に
こ
れ
ら
の
法
人

以
下
ロ

所
得

並
び
に

に
改

有

下

所
得
等
課
税
法
人
以
外
の
法
人
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
法
人
に
該
当
す
る
も
の
を
除

加

同
号
ロ
に
次
の
よ
う
に
加

 

 
 

 
 

⑴ 

の

が
株
主
又
は

し
く
は

合
同
会
社
の
社
員
そ
の
他
法
人
の
出
資
者
か
ら
出
資
を
受
け
た
金
額
と
し
て
施
行
令
第

十
条
の
二
に
規
定
す
る
金
額

以
下
⑴
及
び
⑵
に
お
い
て
同

五
十
億

円
を
超
え
る

ロ
に
掲
げ
る
法
人
を
除

及
び
保
険
業
法
に
規
定
す
る
相
互

こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
施
行
令
第
十
条
の
三
に
規
定
す
る
も
の
を
含

以
下
⑴
及
び
⑵
に
お
い
て
同

間
に
当
該
特
定
法
人
に
よ
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る

の
七
の
六
に
規
定
す
る
完
全
支
配
関

係

以
下
こ
の
号
及
び
次
条
に
お
い
て
同

法
人
の
う
ち
払
込
資

本
の

の
一
部
を
改
正
す
る

の
公
布

の
日
以
後
に
当
該
法
人
と
当
該
特
定
法
人
と
の
間
に

の
特
定
法
人
に
よ
る
完
全
支
配
関
係
に
限

場
合
そ
の
他
施
行
令
第
十
条

の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
場
合

当
該
法
人
が
剰
余
金
の

の
額
の
う
ち
施
行
令
第
十
条
の
五
に
規
定
す
る
額
の
減
少
に
伴
う
も
の
に
限

以
下

⑴
及
び
⑵
に
お
い
て
同

又
は
出
資
の
払
戻
し

当
該
剰
余
金
の

配
当
又
は
出
資
の
払
戻
し
に
よ
り
減
少
し
た
払
込
資
本
の
額
を
加
算
し
た

が
二
億

円
を
超
え
る
も
の 

 
 

 
 

⑵ 

法
人
と
の
間
に
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
全
て
の
特
定
法
人
が
有
す
る
株
式
及
び
出
資

の
全
部
を
当
該
全
て
の
特
定
法
人
の
う
ち
い
ず
れ
か
一
の
も
の
が
有
す
る
も
の
と
み
な

し
た
場
合
に
お
い
て
当
該
い
ず
れ
か
一
の
も
の
と
当
該
法
人
と
の
間
に
当
該
い
ず
れ
か

一
の
も
の
に
よ
る
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
こ
と
と
な
る
と
き
の
当
該
法
人
の
う
ち
払
込

資
本
の

の
一
部
を
改
正
す
る

の
公

布
の
日
以
後

に
お
い
て
当
該
法
人
と
他
の
法
人
と

の
間
に
当
該
他
の
法
人
に
よ
る
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
他
の
法
人

以
下
⑵
に
お
い
て
同

当
該
法
人
と
の
間
に
当
該
特
定
親
法
人
に
よ

る
完
全
支
配
関
係

当
該
法
人
と
の
間
に
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
全
て

の
特
定
法
人
が
有
す
る
株
式
及
び
出
資
の
全
部
を
当
該
全
て
の
特
定
法
人
の
う
ち
い
ず

れ
か
一
の
も
の
が
有
す
る
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
お
い
て
当
該
い
ず
れ
か
一
の
も
の

と
当
該
法
人
と
の
間
に
当
該
い
ず
れ
か
一
の
も
の
に
よ
る
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
こ
と

と
な
る
と
き
そ
の
他
施
行
令
第
十
条
の
四
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合

当
該
法
人
が

剰
余
金
の
配
当
又
は
出
資
の
払
戻
し

当
該
剰
余
金
の
配
当
又
は
出
資

の
払
戻
し
に
よ
り
減
少
し
た
払
込
資
本
の
額
を
加
算
し
た

が
二
億
円
を
超
え
る
も

掲
げ
る
法
人
を
除

 

 
 

第
五
十
条
の

の
七
の
六
に
規
定
す
る
完
全
支
配
関
係

削

 

 
 

に
改
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第
六
十
九
条
の
二
の
二
の
見
出
し

に
改

の

又
は

に

規
定
す
る
公
益
信
託

以
下
こ
の
条

と
い

の
受
託
者

法
人
課
税
信
託
の
信
託
資
産
等

法
人
課
税
信
託
等
の
信
託

資
産
等

に
改

同
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の

法
人
課
税
信
託

法
人

課
税
信
託

に
改

 

 
 

附
則
第
四
条
の
四
の
二
を
削

 

 
 

附
則
第
十
四
条
の
五
の
三
の
見
出
し
を
削

同
条
の
前
に
見
出

事
業
税
の
納

税
義
務
者
等
の

を
付

同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加

 

 

第
十
四
条
の
五
の
四 

新
た
な
事
業
の
創
出
及
び
産
業
へ
の
投
資
を
促
進
す
る
た
め
の
産
業
競
争

力
強
化
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

 
 

 

の
施
行
の
日
か
ら

令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に

の
二
第
一
項
に
規
定
す
る

こ
の
条
に
お
い

同
項
の
認
定
を
受
け
た
同
法
第
二
十
四

条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
認
定
特
別
事
業
再
編
事
業
者
で
あ
る

こ
の
条
に
お

当
該
認
定
に
係
る
特
別
事
業
再
編

の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定

変
更
後

従

つ
て
行
う
同
法
第
二
条
第
十
八
項
に
規
定
す
る

の
向
上
及
び
需
要

の
開
拓
に
特
に
資
す
る
も
の
と
し
て
総
務
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
に
限

以
下
こ
の
条

第
四
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
措
置
に
限

他
の
法
人
の
株
式
若
し
く
は
出
資

こ
の
条

取
得

又
は
他
の
法
人
の
株
式

を
譲
り
受

取
得
又
は
譲
受
け
の

こ
の
条

取
得
等
の

以
後
引
き
続
き
有

取
得
等
の
日
以
後
継
続
し
て
当
該

他
の
法
人
と
の
間
に

の
七
の
六
に
規
定
す
る

完
全
支
配
関
係

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

そ
の
取
得
又
は

譲
受
け
に
係
る
対
価
の
額
が
百
億
円
を
超
え
る
金
額
又
は
一
億
円
に
満
た
な
い
金
額
で
あ
る

場
合
を
除

当
該
他
の

こ
の
条

と

及
び
当
該
認
定
特
別
事
業
再
編
事
業
者
が
産
業
競
争
力
強
化
法
第
二
十
四
条
の
二
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第
一
項
の
認
定
の
申
請
の
日
前
五
年
以
内
に
他
の
法
人
の
株
式
等
の
取
得

又
は
他
の

法
人
の
株
式
を
譲
り
受

取
得
又
は
譲
受
け
の
日
以
後
引
き
続
き
有
し
て
お

同
日
以
後
継
続
し
て
当
該
他
の
法
人
と
の
間
に
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
場
合
に

お
け
る
当
該
他
の

の
法
人
が
当
該
特
別
事
業
再
編
の
た
め
の
措
置
を
行
う
場

合
に
お
け
る
当
該
他
の
法
人
の
う
ち
施
行
規
則
で
定
め
る
も
の
に
限

以
下
こ
の
条
に
お

行
う
事
業
に
対
す
る
第
五
十
条
第

一
項
の
規
定
の
適
用

対
象
法
人
又
は
五
年
以
内
株
式
等
取
得
等
法
人
の
取
得

等
の
日
を
含
む
事
業
年
度
か
ら
当
該
取
得
等
の
日
以
後
五
年
を
経
過
す
る
日
を
含
む
事
業
年

の
三
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
二
十
四
条
の
二
第

一
項
の
認
定
が
取
り
消
さ
れ
た
場
合

取
り
消
さ
れ
た
日
を
含
む
事
業
年
度
の
前

ま
で
の
各
事
業
年
度
分
の
事
業
税
に
限

第
五
十
条
第
一
項
第
一
号
ロ
⑴
及

び
⑵

を
超

二
億
円
を
超

附
則
第
十

四
条
の
五
の
四
に
規
定
す
る
対
象
法
人
及
び
同
条
に
規
定
す
る
五
年
以
内
株
式
等
取
得
等
法

人
を
除

 

 
 

附
則
第
十
四
条
の
六
及
び
第
十
六
条
の
四
を
削

 

合
衆
国
軍
隊
の
構
成
員
等
の
所
有
す
る
自
動
車
に
対
す
る
自
動
車
税
の
徴
収
の
特
例
に
関
す
る
群

馬
県
条
例
の
一
部
改
正

 

第
三
条 

合
衆
国
軍
隊
の
構
成
員
等
の
所
有
す
る
自
動
車
に
対
す
る
自
動
車
税
の
徴
収
の
特
例
に
関

す
る
群
馬
県
条
例

昭
和
二
十
七
年
群
馬
県
条
例
第
三
十
七
号

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 
 

下

普
通
徴
収
又

加

に
改

同
条
に
次
の
一
項
を
加

 

 

２ 

道
路
運
送
車
両
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
新
規
登
録
の
申
請
が
あ
つ
た
合
衆
国
軍
隊
の

は
軍
人
用
販
売
機
関
等
の
所
有
に
係
る
自
動
車
に
つ
い
て
地
方
税
法

五

第
百
七
十
七
条
の
十
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
課

す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
の
徴
収

賦
課
期
日
後
翌
年
二
月
末
日
ま
で
の
間
に

納
税
義
務
が
発
生
し
た
場
合
に
限

前
項
の
規
定

証
紙
徴
収
の
方
法
に

 

 
 

第
二
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
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の
種
別
割
の

 

 

第
二
条
の
二 

前
条
に
規
定
す
る
自
動
車
に
対
す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
の
納
期

四
月
一
日

か
ら
同
月
三
十
日

 

 

２ 

賦
課
期
日
後
に
前
条
に
規
定
す
る
自
動
車
に
対
す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
の
納
税
義
務
が
発

生
し
た
者
に
係
る
当
該
自
動
車
税
の
種
別
割
の
納
期

納
税
義
務
が
発
生
し
た

日
か
ら
翌
月
末
日

 

 
 

前
条
に
掲
げ
る
自
動
車
に
対
す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
の

第
二
条

の
規
定
に
よ
り
自
動
車
税
の
種
別
割
を
証
紙
徴
収
の
方
法
に
よ
り
徴
収
さ
れ
る

改

同

項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加

 

 
 

 

こ
の
場
合

群
馬
県
県
税
条
例
第
百
五
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
申

告
書
又
は

証
紙
代
金
収
納
計
器

同
条
例
第
百
四
十
七
条
の
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る
証
紙
代
金
収
納
計
器

次
項

に
お
い
て
同

当
該
自
動
車
税
の
種
別
割
の
額
に
相
当
す
る
金
額
の
収
納
印
の

表
示
を
受

又
は
当
該
自
動
車
税
の
種
別
割
の
額
に
相
当
す
る
現
金
を
納

付
し
て
納
税
済
印
の
押
印
を
受

証
紙
に
代

 

 
 

下

又
は
申
告
書
等
に
証
紙
代
金
収
納
計
器
に
よ
る
当
該

自
動
車
税
の
種
別
割
の
額
に
相
当
す
る
金
額
の
収
納
印
の
表
示
若
し
く
は
納
税
済
印
の
押
印
を

受
け
た
と
き

加

 

群
馬
県
県
税
条
例
及
び
法
人
等
の
県
民
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一

部
改
正

 

第
四
条 

群
馬
県
県
税
条
例
及
び
法
人
等
の
県
民
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 
 

を
除

及
び
公
益
信
託
に
関
す
る

 
 

 

に
規
定
す
る
移
行
認
可
を
受
け
た
も
の
を
除
く

改

 

 
 

 

附 

則  

第
一
条 

こ
の
条
例

令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

次
の
各
号
に
掲
げ
る
規

定

当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行

 

 

一 

第
一
条
中
群
馬
県
県
税
条
例
第
三
十
二
条
の
三
第
三
項
及
び
第
三
十
五
条
第
二
項
の
改
正
規
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定
並
び
に
第
三
条
の
規
定 

公
布
の
日 

 

二 
第
一
条
中
群
馬
県
県
税
条
例
附
則
第
七
条
の
四
の
二
及
び
第
七
条
の
四
の
三
の
改
正
規
定 

令
和
七
年
一
月
一
日 

 

三 

第
二
条
中
群
馬
県
県
税
条
例
第
五
十
条
第
一
項
第
一
号
ロ
及
び
第
五
十
条
の
二
第
四
項
の
改

正
規
定
並
び
に
同
条
例
附
則
第
十
四
条
の
五
の
三
の
見
出
し
を
削

同
条
の
前
に
見
出
し

を
付
す
る
改
正
規
定
及
び
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
四
条
の
規

定 

令
和
八
年
四
月
一
日 

 

四 

び
次
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除

及
び
第
四
条
並
び
に
附
則
第
六

条
の
規
定 

公
益
信
託
に
関
す
る

 
 

 

の
施
行
の
日 

 

五 

第
二
条
中
群
馬
県
県
税
条
例
第
三
十
七
条
の
三
第
一
項
の
改
正
規
定
及
び
次
条
の
規
定 

前

号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日 

に
関
す
る

 

第
二
条 

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
前
条
第
五
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
群
馬
県

県
税
条
例
第
三
十
七
条
の

に
係
る
部
分
に
限

規
定
の
適
用
に

の
一
部

を
改
正
す
る

の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の

効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
所
得
税
法
第
七
十
八
条

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
寄
附
金
と
み
な
さ
れ
る
も
の
を
含

 

に
関
す
る

 

第
三
条 

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の

び
に
附
則
第
五
条
及
び
第

七
条

附
則
第
十
四
条
の
五
の
三
及
び
第
十
五
条
第
二
項
の

規
定

条
例
の
施
行
の

以
後
に
開
始
す
る
事
業
年

度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
適
用

施
行
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
法
人

の
事
業
税

従
前
の
例

 

２ 

施
行
日
以
後
最
初
に
開
始
す
る

こ
の
項

と
い

の
一
部
を
改
正
す
る

第
二
項
及
び
附
則
第
六
条

公
布
の

下
こ
の
項

含
む
事
業
年
度
の
前
事
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業
年
度
の
事
業
税
に
つ
い
て
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
群
馬
県
県
税
条
例
第
五
十
条
第

一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
に
該
当

地
方
税
法
等
改
正
法
公
布
日
の

前
日
の
現
況
に
よ
り
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
一
億
円
以
下
で
あ
る
と
判
定

地
方
税
法
等
改
正
法
公
布
日
か
ら
最
初
事
業
年
度
の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
終
了

し
た
各
事
業
年
度
分
の
事
業
税
に
つ
い
て
同
号
ロ
に
掲
げ
る
法
人
に
該
当
し
た
も
の
の
行
う
事

業
に
対
す
る
事
業
税
を
除

係
る
新
条
例
附
則
第
十
四
条
の
五
の
三
の
規
定
の
適
用
に

同
条

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

の
公
布
の
日
を
含
む
事
業
年
度
の
開
始
の
日
の
前
日
か
ら
群
馬

県
県
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る

 
 

 

附
則
第
三

条
第
二
項
に
規
定
す
る
最
初
事
業
年
度
の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
終
了
し
た
い
ず
れ
か

の

 

第
四
条 

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の

に
係
る
部
分
に
限

及
び
附
則
第
十
四
条
の
五

の
四
の
規
定

附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年

度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
適
用

同
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の

事
業
税

従
前
の
例

 

２ 

八
年
新
条
例
第
五
十
条
第
一
項
第
一
号

八
年
新
条
例
附
則
第
十
四
条
の
五
の
三
の
規
定
に

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含

規
定
す
る
所
得
等
課
税
法
人
以
外
の
法
人
で

資
本
金
の
額
若
し
く
は
出
資
金
の
額
が
一
億
円
以
下
の
も
の
又
は
同
号
ロ
に
規
定
す
る
所
得
等

課
税
法
人
以
外
の
法
人
で
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し
な
い
も
の
の
う
ち
同
号
ロ
⑴
又
は
⑵
に

掲
げ
る
法
人
に
該
当
す
る
も
の
が
行
う
事
業
に
対
す
る
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三

月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
分
の
事
業
税
に
つ
い
て
地
方
税
法
等
改
正
法

第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法

以

下
こ
の
項

第
七
十
二
条
の

条
の
二
十
八
又
は
第
七
十
二
条
の
二
十
九
の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き

こ
の
項

当
該
法
人
が
行

う
事
業
に
対
す
る
当
該
事
業
年
度
の
事
業
税
に
つ
い
て
当
該
法
人
を
同
号
ロ
に
掲
げ
る
法
人
と

み
な
し
た
場
合
に
八
年
新
地
方
税
法
第
七
十
二
条
の

の
二
十
八
又
は
第

七
十
二
条
の
二
十
九
の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き

こ
の
項
に
お
い
て
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超
え
る
場
合

当
該
超
え
る
金
額
の
三
分
の
二

に
相
当
す
る

該
金
額
に
百
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
又
は
当
該
金
額
の
全
額
が
百

円
未
満
で
あ
る
場
合

当
該
端
数
金
額
又
は
当
該
全
額
を
切
り
上
げ
た

令
和

八
年
度
分
基
準
法
人
事
業
税
額
か
ら
控
除

当
該
法
人
が
行
う
事
業
に
対
す
る

令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
分
の

事
業
税
に
つ
い
て
八
年
新
地
方
税
法
第
七
十
二
条
の

の
二
十
八
又
は
第

七
十
二
条
の
二
十
九
の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き

こ
の
項
に
お
い
て

比
較
法
人
事
業
税
額
を
超
え
る
場

合

当
該
超
え
る
金
額
の
三
分
の
一
に
相
当
す
る

に
百
円
未
満
の
端
数

が
あ
る
場
合
又
は
当
該
金
額
の
全
額
が
百
円
未
満
で
あ
る
場
合

当
該
端
数
金
額
又
は
当

該
全
額
を
切
り
上
げ
た

令
和
九
年
度
分
基
準
法
人
事
業
税
額
か
ら
控
除
す
る
も
の

 

に
関
す
る

 

第
五
条 

新
条
例
第
六
十
九
条
の
二
の
三
の
規
定

施
行
日
以
後
に
国
内
に
お
い
て
行
わ
れ
る
電

気
通
信
利
用
役
務
の

の
二
の
三
に
規
定
す
る
電
気
通
信
利
用
役
務

の
提
供

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

適
用

施
行
日
前
に
国
内
に

お
い
て
行
わ
れ
た
電
気
通
信
利
用
役
務
の
提
供

従
前
の
例
に

 

第
六
条 

附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
群
馬
県
県
税
条
例
第
六
十
九
条
第

一
項
及
び
第
六
十
九
条
の
二
の
二
の
規
定

同
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の

こ
の

条

以
後
に
効
力
が
生
ず
る
地
方
税
法
等
改
正
法
附
則

第
一
条
第
十
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
第
七
十
二
条
の
八
十
第
一
項
た
だ

し
書
に
規
定
す
る

に
関
す
る
法
律
附
則
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
移

こ
の
条

受
け
た
信
託
を
含

つ
い
て
適
用

四
号
施
行
日
前
に
効
力
が
生
じ
た
公
益
信
託
に
関
す
る
法
律
に
よ
る
改
正
前

の
公
益
信
託
ニ
関
ス
ル
法
律

第
一
条
に
規
定
す
る
公
益
信

を
受
け
た
も
の
を
除

従
前
の
例

 

に
関
す
る
経
過
措
置

 

第
七
条 

新
条
例
附
則
第
二
十
二
条
の
五
第
一
項

の
表
一
船
舶
の
使
用
者
の
項
に
係
る
部
分

に
限

の
規
定

施
行
日
以
後
の
軽
油
の
引
取
り
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
油
引
取
税
に

- 26 -



つ
い
て
適
用

施
行
日
前
の
軽
油
の
引
取
り
に
対
し
て
課
す
る
軽
油
引
取
税

な
お
従
前
の
例

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

地
方
税
法
等
の
改
正
に
伴
う
改
正
等
を
行

 

- 27 -



第
百
十
三
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
認
定

園

認
定
基
準

関

条
例

一
部

改
正

条
例 

  

群
馬
県
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
基
準
に
関
す
る
条
例

十
八
年
群
馬
県
条
例
第
五
十
九

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 

第
三

二
十
人

を

三
十
人

二
十
五
人

に
改

 

 
 

 

附 

則  

１ 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

経
過
措
置

 

２ 

子
ど
も
に
対
す
る
教
育
及
び
保
育
に
従
事
す
る
者
の
配
置
の
状
況
に
鑑

教
育
及
び
保
育
の

提
供
に
支
障
を
及

当
分
の

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
後
の
第

三
条
第
一
項
の
規
定

適
用

場
合

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
前
の

第
三
条
第
一
項
の
規
定

条
例
の
施
行
の
日
以
後

効
力
を
有

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 

 

 

 

認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
基
準
を
改
定

 

- 28 -



第
百
十
四
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
児
童
福
祉
施
設

設
備
及

運
営

関

基
準

定

条
例

一
部

改
正

条
例 

  

群
馬
県
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る

平
成
二
十
四
年
群
馬

県
条
例
第
九
十
三

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 

第
四
十
七
条
第
二
項
中

二
十
人

十
五
人

に

三
十

二
十
五

に
改
め

 

 
 

 

附 

則  

１ 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

 

２ 

保
育
士
及
び
保
育
従
事
者
の
配
置
の
状
況
に
鑑

保
育
の
提
供
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が

当
分
の

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
後
の
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定

適

用

場
合

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
前
の
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定

条
例
の
施
行
の
日
以
後

効
力
を
有

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

内
閣
府
令
の
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
の
改
正
に
伴

所
要
の

改
正
を
行
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第
百
十
五
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
幼
保
連
携
型
認
定

園

学
級

運
営

関

基
準

定

条
例

一
部

改
正

条
例 

  

群
馬
県
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
学
級
の

び
運
営
に
関
す
る
基
準
を

定
め
る

平
成
二
十
六
年
群
馬
県
条
例
第
六
十
一

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 

第
六
条
第
三
項
の
表
一
の
項
中

三
十
人

二
十
五
人

に
改
め

同
表
二
の

に
改

 

 
 

 

附 

則  

１ 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

 

２ 

園
児
の
教
育
及
び
保
育
に
直
接
従
事
す
る
職
員
の
配
置
の
状
況
に
鑑

教
育
及
び
保
育
の
提

供
に
支
障
を
及

当
分
の

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
後
の
第
六

条
第
三
項
の
規
定

適
用

場
合

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
前
の
第

六
条
第
三
項
の
規
定

条
例
の
施
行
の
日
以
後

効
力
を
有
す

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

内
閣
府
令
・
文
部
科
学
省
令
・
厚
生
労
働
省
令
の
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
学
級
の

編
制

び
運
営
に
関
す
る
基
準
の
改
正
に
伴

所
要
の
改
正
を
行
お
う
と
す
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第
百
十
六
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
大
麻
取
締
法
関
係
手
数
料
条
例

一
部

改
正

条
例 

 

群
馬
県
大
麻
取
締

一
年
群
馬
県
条
例
第
六
十
九

の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正

 

題
名
を
次
の
よ
う
に
改

 

 
 

群
馬
県
大
麻
草
の
栽
培
の
規
制
に
関
す
る
法
律
関
係
手
数
料
条
例 

大
麻
取
締
法

大
麻
草
の
栽
培
の
規
制
に
関
す
る
法
律

大
麻
取
扱

者
免
許

大
麻
草
採
取
栽
培
者
免
許

に
改

 

大
麻
取
扱
者
免
許

大
麻
草
採
取
栽
培
者
免
許

に
改

同
条
第

第
十
条
第
五
項

第
六
条
第
三
項

大
麻
取
扱
者
名
簿
の
登
録
の
変
更
を
申

請
す
る
者

大
麻
草
採
取
栽
培
者
名
簿
の
登
録
事
項
の
変
更
を
届
け
出
る
者

に
改

同
条

第
十
条
第
六
項

第
七
条
第
三
項

大
麻
取
扱
者
免
許
証

大
麻
草

採
取
栽
培
者
の
免
許
証

に
改

 

 
 

 

附 

則  

１ 

こ
の
条
例

大
麻
取
締
法
及
び
麻
薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
の
一
部
を
改
正
す
る

和
五
年
法
律
第
八
十
四
号

施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る

 

 

２ 

改
正
後
の
群
馬
県
大
麻
草
の
栽
培
の
規
制
に
関
す
る
法
律
関
係
手
数
料
条
例
の
規
定

条
例
の
施
行
の

以
後
に
さ
れ
る
申
請
等
に
係
る
手
数
料
に

つ
い
て
適
用

施
行
日
前
に
さ
れ
た
申
請
等
に
係
る
手
数
料

従
前
の
例

 

３ 

改
正
法
附
則
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
大
麻
取
扱

者
の
申
請
等
に
係
る
手
数
料

改
正
後
の
群
馬
県
大
麻
草
の
栽
培
の
規
制
に
関
す

る
法
律
関
係
手
数
料
条
例
の
規
定

従
前
の
例

 

  

- 31 -



 
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

大
麻
取
締
法
の
改
正
に
伴

所
要
の
改
正
を
行
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第
百
十
七
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
薬
物

濫
用

防
止

関

条
例

一
部

改
正

条
例 

 

群
馬
県
薬
物
の
濫
用
の
防
止
に
関
す
る

二
十
七
年
群
馬
県
条
例
第
二
十
七

の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

第
二
条
第
一
号
を
削

同
条
第
二
号
を
同
条
第
一
号

同
条
第
三
号

同
条
第
六

に
改

同
号
を
同
条
第
二
号

同
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加

 

三 

麻
薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
物 

 
 

 

附 

則 

こ
の
条
例

大
麻
取
締
法
及
び
麻
薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
の
一
部
を
改
正
す
る

の
施
行
の
日
か
ら
施
行

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 
太 

 
 

 

 

大
麻
取
締
法
及
び
麻
薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
の
改
正
に
伴

所
要
の
改
正
を
行
お
う
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第
百
十
八
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
無
料
低
額
宿
泊
所

設
備
及

運
営

関

基
準

定

条

例

一
部

改
正

条
例 

  

群
馬
県
無
料
低
額
宿
泊
所
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

令
和
二
年
群
馬
県

条
例
第
十
九
号

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 

磁
気

そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず

る
方
法
に
よ
り
一
定
の
事
項
を
確
実
に
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る
物

電
磁
的
記
録
媒
体

そ
の
他
人
の
知
覚

認
識
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録

電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の

係
る
記
録
媒
体

改

 

附 

則 

 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

厚
生
労
働
省
令
の
無
料
低
額
宿
泊
所
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
の
改
正
に
伴

所
要
の
改
正
を
行
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第
百
十
九
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
安
中
総
合
射
撃
場

設
置
及

管
理

関

条
例

一
部

改

正

条
例 

  

群
馬
県
安
中
総
合
射
撃
場
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例

昭
和
四
十
七
年
群
馬
県
条
例
第
十

九

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 

別
表
第
一
中 

  

を ﹁ 

           

に
改
め

同
表
に
注
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る

 

注 

午
前
と
は
午
前
九
時
か
ら
正
午

午
後
と
は
午
後
一
時
か
ら
午
後
五
時
ま
で
を
い

 附 

則 

 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

 」 

 

 
 

超
過
時
間
一
時
間
ま
で
ご
と
に 

 

会
議
室
二 

会
議
室
一 

研
修
室 

 

    

午
後 

午
前 

午
後 

午
前 

午
後 

午
前 

一
時
間
ま
で
ご
と
に 

超
過
時
間
一
時
間
ま
で
ご
と
に 

四
〇
〇
円 

三
〇
〇
円 

四
〇
〇
円 

三
〇
〇
円 

  
六
〇
〇
円 

 

  

- 35 -



 
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

研
修
室
等
に
つ
い
て
利
用
料
金
の
上
限
額
を
定
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
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第
百
二
十
号
議
案 

  
 

 

公
立
学
校
職
員
退
職
手
当
支
給
条
例

一
部

改
正

条
例 

  

公
立
学
校
職
員
退
職
手
当
支
給

九
年
群
馬
県
条
例
第
四
十

の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正

 

 

第
三
十
五
条
の

に
改

 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
条
例

公
布
の
日
か
ら
施
行

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 
山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

国
立
大
学
法
人
法
の
改
正
に
伴

所
要
の
改
正
を
行
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第
百
二
十
一
号
議
案 

  
 

 

群
馬
県
公
営
企
業

設
置
等

関

条
例

一
部

改
正

条
例 

  

群
馬
県
公
営
企
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例

昭
和
四
十
一
年
群
馬
県
条
例
第
五
十
七

の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 

第
四
条
第
二
項
第
二
号
の
表
板
倉

太
陽
光
発
電
所
の

キ
ロ
ワ

を

に
改

 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
条
例

令
和
六
年
九
月
一
日
か
ら
施
行

 

  
 

令
和
六
年
五
月
二
十
四
日
提
出 

 

群
馬
県
知
事 
山 

本 

一 

太 
 
 

 

 

板
倉

太
陽
光
発
電
所
の
最
大
出
力
を
変
更
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第１２２号議案 

 

和解について 

 

群馬コンベンションセンター（以下「Ｇメッセ群馬」という。）の改修に伴う損失補償に

ついて、次のとおり和解をする。 

１ 和解の相手方（以下「請求者」という。） 

 (1) 栃木県大田原市北金丸２６００番地１ 学校法人国際医療福祉大学内 

第３１回日本遺伝子診療学会大会 大会長 長田 誠 

 (2) 群馬県前橋市昭和町三丁目３９番２２号 国立大学法人群馬大学内 

   第３６回日本気管食道科学会認定気管食道科専門医大会 大会長 佐伯 浩司 

２ 和解の内容 

 (1) 群馬県は、請求者に対し、次のとおり損失補償金を支払う。 

    請 求 者                      金    額 

   第３１回日本遺伝子診療学会大会            ４９２，０００円 

   第３６回日本気管食道科学会認定気管食道科専門医大会  ２８５，０００円 

    合   計                                    ７７７，０００円 

 (2) 群馬県と請求者間において、本和解条項以外何らの債権・債務のないことを確認する。 

３ 事件の内容 

県がＧメッセ群馬４階部分を改修することに伴い、請求者は４階部分を利用することが

できなくなり、損失が発生したため、補償金を支払うものである。 

 

  令和６年５月２４日提出 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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承第２号 

 

専決処分の承認について 

 

１ 令和５年度群馬県一般会計補正予算（第６号） 

２ 令和５年度群馬県農業改良資金特別会計補正予算（第１号） 

３ 令和５年度群馬県県有模範林施設費特別会計補正予算（第２号） 

４ 令和５年度群馬県中小企業高度化資金特別会計補正予算（第１号） 

５ 令和５年度群馬県収入証紙特別会計補正予算（第１号） 

６ 令和５年度群馬県林業改善資金特別会計補正予算（第２号） 

７ 令和５年度群馬県公債管理特別会計補正予算（第３号） 

８ 令和５年度群馬県中小企業振興資金特別会計補正予算（第２号） 

９ 令和５年度群馬県新エネルギー特別会計補正予算（第１号） 

10 令和５年度群馬県国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

11 令和５年度群馬県流域下水道事業会計補正予算（第４号） 

12 令和５年度群馬県電気事業会計補正予算（第４号） 

13 令和５年度群馬県工業用水道事業会計補正予算（第４号） 

14 令和５年度群馬県水道事業会計補正予算（第３号） 

15 令和５年度群馬県団地造成事業会計補正予算（第５号） 

16 令和５年度群馬県施設管理事業会計補正予算（第３号） 

17 群馬県県税条例及び群馬県地方活力向上地域における県税の課税の特例に関する条例の

一部を改正する条例 

18 下水道法第３１条の２の規定による市町村の負担の変更について  

 上記について、別冊のとおり専決処分したので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第３項の規定により承認を求める。 

 

  令和６年５月２４日提出 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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１ 令和５年度群馬県一般会計補正予算（第６号） 

 

令和５年度群馬県の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３５,７１４,３４７千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８０６,９９８,７６２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の補正は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（県債の補正） 

第３条 県債の補正は、「第３表県債補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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第２表　繰越明許費補正

　1　追　　加

事　　業　　名  金　額 (千円)

２ 知 事 戦 略 費 ４ 業務プロセス改革費 デ ジ タ ル 基 盤 整 備 34,700

３ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 施 設 維 持 管 理 1,925

県 庁 舎 等 運 営 管 理 158,046

財 産 活 用 393,220

４ 地 域 創 生 費 １ 地 域 創 生 費 文化スポーツ施設等特別維持整備 605

地 域 公 共 事 業 調 整 費 45,682

３ 文 化 振 興 費 文 化 施 設 整 備 推 進 3,509

世 界 遺 産 継 承 推 進 48,737

４ 文 化 財 保 護 費 文 化 財 保 存 活 用 1,232

文 化 財 保 存 管 理 指 導 7,790

５ ス ポ ー ツ 振 興 費 国 民 ス ポ ー ツ 大 会 冬 季 大 会 35,200

６ 健 康 福 祉 費 ３ 医 務 費 医 務 行 政 推 進 485,450

災 害 医 療 対 策 19,000

４ 介 護 高 齢 費 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 対 策 221,520

介 護 保 険 基 盤 運 営 1,334,149

６
健 康 長 寿 社 会
づ く り 推 進 費

認 知 症 施 策 4,692

７ 障 害 政 策 費 施 設 サ ー ビ ス 361,423

８ 薬 務 費 薬 務 行 政 32,572

ワ ク チ ン 接 種 推 進 13,418

10 食品・生活衛生費 ペ ッ ト と の 共 生 推 進 10,994

水 道 事 業 促 進 17,737

９ 農 政 費 １ 農 政 費 農 業 事 務 所 運 営 4,210

旧 競 馬 施 設 維 持 管 理 10,270

４ 蚕 糸 園 芸 費 野 菜 振 興 57,625

10 産 業 経 済 費 １ 産 業 政 策 費 総 務 調 整 費 1,342

４ 観 光 魅 力 創 出 費 リ ト リ ー ト 推 進 1,540

12 警 察 費 １ 警 察 管 理 費 警 察 装 備 70,235

２ 警 察 活 動 費 交 通 安 全 施 設 整 備 72,457

款 項
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事　　業　　名  金　額 (千円)

13 教 育 費 １ 教 育 総 務 費 県 立 夜 間 中 学 設 置 準 備 13,601

６ 学 校 建 設 事 業 費 高 等 学 校 施 設 整 備 599,393

特 別 支 援 学 校 施 設 整 備 224,908

款 項
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 　２　変　　　更

補　　正　　前 補　　正　　後

金　額 (千円) 金　額 (千円)

７ 環 境 森 林 費 1 環 境 政 策 費 公 園 施 設 等 特 別 維 持 整 備 4,500 7,658

５ 林 政 費 単 独 林 道 21,300 26,709

６ 林 業 振 興 費 き の こ 等 振 興 対 策 203,040 149,760

10 産 業 経 済 費 ５
eスポーツ・クリ
エイティブ推進費

ク リ エ イ テ ィ ブ 推 進 8,000 326,105

11 県 土 整 備 費 10 住 宅 政 策 費 社 会 資 本 総 合 整 備 208,393 316,748

款 項 事　　業　　名
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第３表　県　債　補　正

ク リ エ イ テ ィ ブ 推 進 費 147,000 同 同 同

農 山 漁 村 地 域 整 備 費 （ 治 山 ） 149,000 同 同 同

２　変　　　更

保 育 施 設 支 援 費 13,000

防 災 ヘ リ 事 故 慰 霊 等 費 38,000

限度額(千円）

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 費 26,000

公 共 交 通 整 備 費 16,000 11,000

起  　　債　　  の　　  目　 　 的

施 設 維 持 管 理 費

補　正　前 補　正　後

限度額(千円）

5,000 3,000

文 化 施 設 整 備 推 進 費 49,000 7,000

世 界 遺 産 継 承 推 進 費 64,000 37,000

3,000

462,000

県 庁 舎 等 運 営 管 理 費 254,000 205,000

防 災 情 報 通 信 管 理 運 用 費 483,000 481,000

ス ポ ー ツ 施 設 管 理 ・ 整 備 費

財 産 活 用 費 984,000

消 防 学 校 運 営 費

121,000 120,000

試 験 検 査 費 13,000

老 人 福 祉 施 設 対 策 費 82,000 81,000

自 然 公 園 等 整 備 費 91,000 78,000

適 正 利 用 推 進 費 9,000

１　追　　　加

補 助 公 共 治 山 費 548,000

普通貸借又は証券発行
（証券発行の場合におい
て発行価格が額面金額を
下回るときは、それぞれ
の発行価格差減額を埋め
るために必要な金額を限
度額に加算した金額を限
度額とする。）

年９.０％
以　　内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率とする｡)

公的資金について
は、その融資条件
により、銀行その
他の場合には、そ
の債権者と協定す
るものとする。
　

起  債  の  目  的 限度額(千円） 起債の方法 利 　率 償還の方法

ぐ ん ま 学 園 運 営 費 3,000

農 業 事 務 所 運 営 費 3,000 2,000

フ ラ ワ ー パ ー ク 改 修 費 1,227,000 1,092,000

5,000

補 助 公 共 林 道 費 109,000 40,000

農 山 漁 村 地 域 整 備 費 （ 林 道 ） 201,000 112,000

単 独 公 共 治 山 費 137,000 312,000
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単 独 道 路 改 築 費 1,070,000 46,000

国 直 轄 道 路 事 業 負 担 金 919,000

無 電 柱 化 推 進 費 （ 道 路 管 理 ） 516,000 747,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 道 路 管 理 ） 1,551,000 1,920,000

単 独 交 通 安 全 対 策 費 519,000 23,000

単 独 道 路 維 持 修 繕 費 40,000 639,000

3,790,000

単 独 橋 り ょ う 予 防 保 全 費 142,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 道 路 整 備 ） 4,949,000 5,036,000

道 路 改 築 費 1,919,000

道 路 メ ン テ ナ ン ス 費 （ 道 路 整 備 ） 2,264,000 1,517,000

国 直 轄 河 川 事 業 負 担 金 381,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 街 路 ） 528,000

河 川 維 持 補 修 費 930,000 633,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 河 川 ） 927,000 1,188,000

大 規 模 特 定 河 川 費

国 直 轄 砂 防 事 業 負 担 金

小 規 模 農 村 整 備 費 173,000 23,000

農 山 漁 村 地 域 整 備 費 （ 農 村 整 備 ） 363,000 193,000

農 地 耕 作 条 件 改 善 費 73,000 67,000

338,000

単 独 街 路 費

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 区 画 ）

事 業 間 連 携 砂 防 費

緊 急 防 災 ・ 減 災 対 策 費 （ 砂 防 ）

46,000

砂 防 メ ン テ ナ ン ス 費

11,000

16,000 15,000

1,303,000

15,000 84,000

630,000 417,000

260,000 259,000

286,000

1,342,000 1,455,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 砂 防 ） 1,314,000

15,000 132,000

単 独 砂 防 維 持 管 理 費

単 独 砂 防 施 設 費

89,000 221,000

航 空 整 備 費

補　正　前 補　正　後
起  　　債　　  の　　  目　 　 的

繊 維 工 業 試 験 場 整 備 費 6,000 4,000

単 独 河 川 改 修 費 156,000 366,000

農 業 水 路 等 長 寿 命 化 ・ 防 災 減 災 費 96,000 73,000

産 業 技 術 セ ン タ ー 整 備 費 17,000

限度額(千円） 限度額(千円）

公 園 施 設 維 持 修 繕 費 41,000
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156,700 6,700臨 時 財 政 対 策 債

805,000 367,000

土 木 施 設 補 助 災 害 復 旧 費 239,000 85,000

土 木 施 設 単 独 災 害 復 旧 費

特 別 支 援 学 校 施 設 整 備 費 417,000 335,000

高 等 学 校 施 設 整 備 費 1,259,000 601,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 住 宅 ） 639,000 276,000

交 通 安 全 施 設 整 備 費 264,000 25,000

起  　　債　　  の　　  目　 　 的
補　正　前 補　正　後

限度額(千円） 限度額(千円）

市 街 地 再 開 発 費 36,000

警 察 施 設 整 備 費 524,000 78,000
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専  決  理  由 

 

議会運営ほか７０５事業については、事業費の確定・国庫補助金及び県債の決定等により

年度内に予算措置を必要とし、また、デジタル基盤整備ほか３５事業については、工事遅延

等により、予算の一部を翌年度に繰り越して使用する必要があるので、地方自治法第１７９

条第１項の規定により専決処分するものである。 
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２ 令和５年度群馬県農業改良資金特別会計 

 補正予算（第１号）         

 

令和５年度群馬県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９４千円を減額し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ１７,６３６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県農業改良資金特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算

措置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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３ 令和５年度群馬県県有模範林施設費特別会計 

   補正予算（第２号）             

 

令和５年度群馬県県有模範林施設費特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１０,５１４千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ７１,３１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県県有模範林施設費特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に

予算措置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するもので

ある。 
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４ 令和５年度群馬県中小企業高度化資金特別会計 

補正予算（第１号）                     

 

令和５年度群馬県中小企業高度化資金特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５,６３３千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ４８,１８１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県中小企業高度化資金特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内

に予算措置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するもの

である。 
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５ 令和５年度群馬県収入証紙特別会計 

   補正予算（第１号）         

 

令和５年度群馬県収入証紙特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９,３４４千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ５,７５６,３７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県収入証紙特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措置

を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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６ 令和５年度群馬県林業改善資金特別会計 

   補正予算（第２号）           

 

令和５年度群馬県林業改善資金特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１４０,７００千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３７７,１８１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県林業改善資金特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算

措置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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７ 令和５年度群馬県公債管理特別会計 

   補正予算（第３号）         

 

令和５年度群馬県公債管理特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７２,８６６千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ９２,９６０,２５０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（県債の補正） 

第２条 県債の補正は、「第２表県債補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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第２表　県　債　補　正

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 住 宅 ） 316,000 同 同 同

同

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 街 路 ） 190,000 同 同 同

事 業 間 連 携 砂 防 費

農山漁村地域整備費（農村整備） 170,000 同 同 同

大 規 模 特 定 河 川 費 300,000 186,000

河 川 維 持 補 修 費 800,000 881,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 河 川 ） 497,000 235,000

単 独 河 川 改 修 費 500,000 290,000

国 直 轄 河 川 事 業 負 担 金 400,000 773,000

道 路 改 築 費 2,900,000 1,029,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 道 路 整 備 ） 2,500,000 2,412,000

無 電 柱 化 推 進 費 （ 道 路 管 理 ） 500,000 269,000

国 直 轄 道 路 事 業 負 担 金 2,079,000 2,998,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 道 路 管 理 ） 1,704,000 1,350,000

単 独 道 路 維 持 修 繕 費 1,469,000 498,000

単 独 公 共 治 山 費 1,400,000 1,225,000

農 山 漁 村 地 域 整 備 費 （ 治 山 ） 472,000 323,000

適 正 利 用 推 進 費 5,000 8,000

補 助 公 共 治 山 費 1,021,000 467,000

文 化 施 設 整 備 推 進 費 40,000 63,000

財 産 活 用 費 50,000 497,000

限度額(千円） 限度額(千円）

補　正　前 補　正　後
起  　　債　　  の　　  目　 　 的

高 等 学 校 施 設 整 備 費 653,000 同 同 同

土 木 施 設 単 独 災 害 復 旧 費 438,000 同 同 同

２　変　　　更

212,000 同 同

農 山 漁 村 地 域 整 備 費 （ 林 道 ） 88,000

普通貸借又は証券発行
（証券発行の場合にお
いて発行価格が額面金
額を下回るときは、そ
れぞれの発行価格差減
額を埋めるために必要
な金額を限度額に加算
した金額を限度額とす
る。）

年９.０％
以　　内

債権者と協定する
ものとする。
　

補 助 公 共 林 道 費 69,000 同 同 同

道路メンテナンス費（道路整備） 747,000 同 同 同

１　追　　　加

起  債  の  目  的 限度額(千円） 起債の方法 利 　率 償還の方法
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臨 時 財 政 対 策 債 10,000,000 10,150,000

社 会 資 本 総 合 整 備 費 （ 砂 防 ） 559,000 570,000

緊 急 防 災 ・ 減 災 対 策 費 （ 砂 防 ） 200,000 123,000

交 通 安 全 施 設 整 備 費 500,000 692,000

国 直 轄 砂 防 事 業 負 担 金 1,200,000 1,486,000

単 独 砂 防 施 設 費 200,000 151,000

単 独 砂 防 維 持 管 理 費 700,000 437,000

起  　　債　　  の　　  目　 　 的
補　正　前 補　正　後

限度額(千円） 限度額(千円）
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専  決  理  由 

 

群馬県公債管理特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措置

を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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８ 令和５年度群馬県中小企業振興資金 

 特別会計補正予算（第２号）   

 

令和５年度群馬県中小企業振興資金特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１３,１６１,３８８千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２７,２１４,５３８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県中小企業振興資金特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に

予算措置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するもので

ある。 
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９ 令和５年度群馬県新エネルギー特別会計 

 補正予算（第１号）         

 

令和５年度群馬県新エネルギー特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７,８４７千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ７１６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県新エネルギー特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算

措置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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10 令和５年度群馬県国民健康保険 

         特別会計補正予算（第２号）         

 

令和５年度群馬県国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１,２７０,４０４千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１７７,５４９,４２７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

群馬県国民健康保険特別会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算

措置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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11 令和５年度群馬県流域下水道事業会計 

補正予算（第４号） 

 

（総 則） 

第１条 令和５年度群馬県流域下水道事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。 

（業務の予定量） 

第２条 令和５年度群馬県流域下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定め

た業務の予定量を次のとおり補正する。 

 (2) 主要な建設改良事業 

  イ 社会資本総合整備事業 

  ロ 単独流域下水道建設事業 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

  （ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ） 

  収         入 

  支         出 

 

 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 3,239,672 千円 △44,807 千円 3,194,865 千円 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 91,929 千円 △3,306 千円 88,623 千円 

第１款 流域下水道事業収益 9,904,695千円 △57,317千円 9,847,378千円 

 第２項 営 業 外 収 益 5,890,298千円 △57,317千円 5,832,981千円 

第１款 流域下水道事業費用 10,646,738千円 △839,912千円 9,806,826千円 

 第１項 営 業 費 用 10,363,723千円 △839,912千円 9,523,811千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「過年度分損益勘定留保資金４０,５０９千円」を

「過年度分損益勘定留保資金４１,５５３千円」に、「当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額７２,０１６千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

７０,９７２千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

  （ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ） 

  収         入 

  支         出 

（企業債） 

第５条 予算第６条に定めた企業債を次のとおり補正する。 

 変  更 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 予算第９条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。 

  （ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ） 

 

 

 

 

第１款 
流 域 下 水 道 事 業 

資 本 的 収 入 
3,666,601千円 △48,113千円 3,618,488千円 

 第１項 企 業 債 1,218,000千円 △14,000千円 1,204,000千円 

 第２項 国 庫 補 助 金 1,651,487千円 △22,607千円 1,628,880千円 

 第４項 工 事 費 負 担 金 775,261千円 △11,506千円 763,755千円 

第１款 
流 域 下 水 道 事 業 

資 本 的 支 出 
4,724,335千円 △48,113千円 4,676,222千円 

 第１項 建 設 改 良 費 3,331,601千円 △48,113千円 3,283,488千円 

起 債 の 目 的 
補 正 前 補 正 後 

限 度 額 （ 千 円 ） 限 度 額 （ 千 円 ） 

流 域 下 水 道 事 業 1,218,000 1,204,000 

 (1) 職 員 給 与 費 416,495千円  △3,422千円   413,073千円  
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 上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太  
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専  決  理  由 

 

 群馬県流域下水道事業会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措置

を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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12 令和５年度群馬県電気事業会計 

補正予算（第４号） 

 

（総 則） 

第１条 令和５年度群馬県電気事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和５年度群馬県電気事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務

の予定量を次のとおり補正する。 

 (1) 発電所数、年間目標供給量及び年間電力料金 

 

(2) 主要な建設改良事業 

  イ 霧積発電所建設事業 

  ロ ほたかのめぐみ かわば発電所建設事業 

ハ 四万発電所リニューアル事業 

  ニ 白沢発電所リニューアル事業 

 

  ヘ 既設発電所の設備改良事業 

 区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

年 間 電 力 料 金 9,667,969 千円 174,556 千円 9,842,525 千円 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 168,681 千円 △117,192 千円 51,489 千円 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 61,485 千円 △12,987 千円 48,498 千円 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 1,095,331 千円 △14,909 千円 1,080,422 千円 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 1,463,511 千円 △349,611 千円 1,113,900 千円 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ）  

  収         入 

 第１款 電 気 事 業 収 益 9,783,689千円  171,342千円  9,955,031千円  

 第１項 営 業 収 益 9,686,197千円  171,374千円  9,857,571千円  

 第３項 営 業 外 収 益 92,533千円  △32千円  92,501千円  

  支         出 

 第１款 電 気 事 業 費 用 7,631,644千円  11,776千円  7,643,420千円  

 第１項 営 業 費 用 7,166,875千円  △256,113千円  6,910,762千円  

 第３項 営 業 外 費 用 333,038千円  335,398千円  668,436千円  

 第４項 特 別 損 失 25,965千円  △2,000千円  23,965千円  

 第５項 予 備 費 100,000千円  △65,509千円  34,491千円  

（資本的収入及び支出） 

第４条  予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

６ , ９ ５ ３ , ７ ０ ３千 円 」 を 「 資 本 的収 入 額 が 資 本 的 支出 額 に 対 し 不 足 

する額５,７４８,４０２千円」に、「建設改良積立金１,２８３,９７０千円」 

を「建設改良積立金９３４ ,３５９千円」に、「過年度分損益勘定留保資金 

３,６８４,５４９千円」を「過年度分損益勘定留保資金２,８２８,８５９千円」 

に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ）  

  支         出 

 第１款 
電 気 事 業 
資 本 的 支 出 

7,281,590千円  △1,205,301千円  6,076,289千円  

 第１項 建 設 改 良 費 4,428,427千円  △763,429千円  3,664,998千円  

 第３項 出資金及び貸付金 1,452,093千円  △362,000千円  1,090,093千円  

 第６項 予 備 費 100,000千円  △79,872千円  20,128千円  

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 1,262,878 千円 △232,942 千円 1,029,936 千円 
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上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専 

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

 群馬県電気事業会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措置を必

要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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13 令和５年度群馬県工業用水道事業会計 

補正予算（第４号） 

 

（総 則） 

第１条 令和５年度群馬県工業用水道事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところ 

による。 

（業務の予定量） 

第２条 令和５年度群馬県工業用水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定め

た業務の予定量を次のとおり補正する。 

 (2) 主要な建設改良事業 

イ 既設工業用水道施設の設備改良事業 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 474,000 千円 △75,837 千円 398,163 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ）  

  収         入 

 第１款 工業用水道事業収益 2,108,852千円  62,573千円  2,171,425千円  

 第１項 営 業 収 益 1,759,519千円  9,564千円  1,769,083千円  

 第２項 営 業 外 収 益 349,333千円  △2,569千円  346,764千円  

 第３項 特 別 利 益  55,578千円  55,578千円  

  支         出 

 第１款 工業用水道事業費用 2,005,697千円  △30,809千円  1,974,888千円  

 第１項 営 業 費 用 1,809,823千円  △75,040千円  1,734,783千円  

 第２項 営 業 外 費 用 175,874千円  58,093千円  233,967千円  

 第３項 予 備 費 20,000千円  △13,862千円  6,138千円  
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（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

７１４ ,７４８千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  

９１７ ,３２２千円」に、「当年度分損益勘定留保資金１ ,８０９千円」

を「当年度分損益勘定留保資金２０４,３８３千円」に改め、資本的収入及び支出

の 予 定 額を 次 のとお り 補 正す る 。 

（ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ）  

  収         入 

 第１款 
工 業 用 水 道 事 業 
資 本 的 収 入 

505,830千円  △337,920千円  167,910千円  

 第１項 
他 会 計 か ら の 
長 期 借 入 金 

497,000千円  △338,000千円  159,000千円  

 第２項 雑 収 入 5,288千円  △206千円  5,082千円  

 第３項 工 事 負 担 金 3,542千円  286千円  3,828千円  

  支         出 

 第１款 
工 業 用 水 道 事 業 
資 本 的 支 出 

1,220,578千円  △135,346千円  1,085,232千円  

 第１項 建 設 改 良 費 495,487千円  △85,237千円  410,250千円  

 第４項 国庫補助金返還金 1,590千円  △109千円  1,481千円  

 第５項 予 備 費 50,000千円  △50,000千円   

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第５条 予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計   ） 

  (1) 職 員 給 与 費 241,487千円  1,400千円  242,887千円  

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専 

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

 群馬県工業用水道事業会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措

置を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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14 令和５年度群馬県水道事業会計 

補正予算（第３号）    

 

（総 則） 

第１条 令和５年度群馬県水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和５年度群馬県水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務

の予定量を次のとおり補正する。 

 (2) 主要な建設改良事業 

  イ 県央第一水道建設事業（１系浄水処理施設） 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 1,366,684 千円 △75,791 千円 1,290,893 千円 

  ロ 既設水道施設の設備改良事業 

区     分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

令 和 ５ 年 度 349,814 千円 △57,610 千円 292,204 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ）  

  収         入 

 第１款 水 道 事 業 収 益 4,744,569千円  27,349千円  4,771,918千円  

 第１項 営 業 収 益 4,413,837千円  27,176千円  4,441,013千円  

 第２項 営 業 外 収 益 314,430千円  436千円  314,866千円  

 第３項 特 別 利 益 16,302千円  △263千円  16,039千円  

  支         出 

 第１款 水 道 事 業 費 用 4,333,283千円  △478,633千円  3,854,650千円  

 第１項 営 業 費 用 3,941,158千円  △447,241千円  3,493,917千円  

 第２項 営 業 外 費 用 285,325千円  68,927千円  354,252千円  

 第３項 特 別 損 失 6,800千円  △319千円  6,481千円  
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 第４項 予 備 費 100,000千円  △100,000千円    

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  

２,６８７,８２４千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

２,４８０,０５５千円」に、「過年度分損益勘定留保資金２,０５５,８８３千円」を「過

年度分損益勘定留保資金１,８４８,１１４千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を

次のとおり補正する。 

（ 科      目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ）  

    収         入 

 第１款 
水 道 事 業 
資 本 的 収 入 

193,971千円  △769千円  193,202千円  

 第１項 雑 収 入 19,701千円  △769千円  18,932千円  

    支         出 

 第１款 
水 道 事 業 
資 本 的 支 出 

2,881,795千円  △208,538千円  2,673,257千円  

 第１項 建 設 改 良 費 1,848,460千円  △140,005千円  1,708,455千円  

 第３項 国庫補助金返還金 9,900千円  △544千円  9,356千円  

 第４項 予 備 費 100,000千円  △67,989千円  32,011千円  

 上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専 

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   

 

 

 

 

 

 

 

- 97 -



 

 

専  決  理  由 

 

 群馬県水道事業会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措置を必

要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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15 令和５年度群馬県団地造成事業会計 

補正予算（第５号） 

 

（総 則） 

第１条 令和５年度群馬県団地造成事業会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところに

よる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和５年度群馬県団地造成事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた 

 業務の予定量を次のとおり補正する。 

(1) 分譲 

区分 
既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

分譲面積 分譲収益 分譲面積 分譲収益 分譲面積 分譲収益 

イ 産業団地分譲 372,614㎡  

6,436,819 
千円 

△10,641㎡  

△1,055,090 
千円 

361,973㎡  

5,381,729 
千円 

 長 野 原 向 原 
団 地 

6,894㎡  △6,014㎡ 880㎡  

 
高崎玉村スマ 
ー ト Ｉ Ｃ 北 
地区工業団地 

14,953㎡  △14,953㎡   

 千 代 田 第 三 
工 業 団 地 

139,000㎡  10,326㎡  149,326㎡  

ロ 住宅団地等分譲 43,945㎡  

996,039 
千円 

△5,389㎡ 

△134,447 
千円 

38,556㎡ 

861,592 
千円 

 三 原 田 
住 宅 団 地 

288㎡  △288㎡  

 城 の 岡 
住 宅 団 地 

577㎡  △577㎡  

 
ふれあいタウン

ち よ だ 
   

(住宅用地 ) 2,134㎡  △26㎡  2,108㎡  

(商業用地 ) 1,323㎡  △1,323㎡   

 板倉ニュータウン    

(住宅用地 ) 3,035㎡  △1,854㎡  1,181㎡  

(商業用地 ) 361㎡  △361㎡   

(業務用地 ) 36,227㎡  △960㎡ 35,267㎡  
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(2) 主要な建設改良事業 

区分 
既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計 

土地造成費 造成面積 土地造成費 造成面積 土地造成費 造成面積 

イ 産業団地造成 
5,061,893 

千円 
113.3ha 

△728,526 
千円 

 
4,333,367 

千円 
113.3ha 

 
高崎玉村スマ 
ートＩＣ北地 
区工業団地 

198,000 
千円 

19.6ha 
△63,031 

千円 
 

134,969 
千円 

19.6ha 

 千代田第三 
工 業 団 地 

456,857 
千円 

18.2ha 
△26,229 

千円 
 

430,628 
千円 

18.2ha 

 館林北部第四
工 業 団 地 

1,584,000 
千円 

19.3ha 
△510,431 

千円 
 

1,073,569 
千円 

19.3ha 

 伊勢崎南部国
領工業団地 

1,269,000 
千円 

18.8ha 
△128,835 

千円 
 

1,140,165 
千円 

18.8ha 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

  収         入 

  第１款 団地造成事業収益 7,699,200千円  △1,189,519千円  6,509,681千円  

   第１項 営 業 収 益 7,487,543千円  △1,189,685千円  6,297,858千円  

      第２項 営 業 外 収 益 1,411千円  166千円  1,577千円  

  支         出 

第１款 団地造成事業費用 6,847,471千円  △810,569千円  6,036,902千円  

   第１項 営 業 費 用 6,421,994千円  △900,496千円  5,521,498千円  

   第２項 営 業 外 費 用 1,470千円  124,927千円  126,397千円  

第３項 予 備 費 35,000千円  △35,000千円   
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（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

７ ,０２８ ,４１１千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

６ ,０６８ ,９９８千円」に、「過年度分損益勘定留保資金７ ,０１３ ,４１１ 

千円」を「過年度分損益勘定留保資金６,０５３,９９８千円」に改め、資本的収入及び 

支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

  収         入 

  第１款 
団 地 造 成 事 業 
資 本 的 収 入 

3,771千円  △271千円  3,500千円  

   第１項 雑 収 入 3,771千円  △271千円  3,500千円  

  支         出 

第１款 
団 地 造 成 事 業 
資 本 的 支 出 

7,032,182千円  △959,684千円  6,072,498千円  

   第１項 土 地 造 成 費 6,482,969千円  △739,585千円  5,743,384千円  

   第２項 開 発 調 査 費 251,000千円  △115,488千円  135,512千円  

   第３項 業務設備整備費 183,212千円  △4,611千円  178,601千円  

第５項 予 備 費 100,000千円  △100,000千円   

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

 群馬県団地造成事業会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措置

を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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16 令和５年度群馬県施設管理事業会計 

補正予算（第３号） 

 

（総 則） 

第１条 令和５年度群馬県施設管理事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところに

よる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和５年度群馬県施設管理事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた

収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科      目 ） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

  支         出 

  第１款 格 納 庫 事 業 費 用 16,460千円  △2,695千円  13,765千円  

  第１項 営 業 費 用 16,460千円  △2,695千円  13,765千円  

第２款 賃貸ビル事業費用 242,411千円  △11,348千円  231,063千円  

   第１項 営 業 費 用 241,346千円  △10,722千円  230,624千円  

第３項 予 備 費 1,000千円  △626千円  374千円  

  第３款 ゴルフ場事業費用 532,121千円  △8,952千円  523,169千円  

   第１項 営 業 費 用 443,163千円  △2,615千円  440,548千円  

   第２項 営 業 外 費 用 78,958千円  2,363千円  81,321千円  

   第３項 予 備 費 10,000千円  △8,700千円  1,300千円  

 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

２２５ ,０４６千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

２３３ ,９２３千円」に、「当年度分損益勘定留保資金２１３ ,５１９千円」 

を「当年度分損益勘定留保資金２２２,３９６千円」に改め、資本的収入及び支出の予定

額を次のとおり補正する。 
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（ 科      目 ） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

  収         入 

  第２款  
ゴ ル フ 場 事 業 
資 本 的 収 入 

25,000千円  △25,000千円   

   第１項 
他 会 計 か ら の 
長 期 借 入 金 

25,000千円  △25,000千円   

  支         出 

第１款 
格 納 庫 事 業 
資 本 的 支 出 

3,000千円  △3,000千円   

   第１項 予 備 費 3,000千円  △3,000千円   

第２款 
賃 貸 ビ ル 事 業 
資 本 的 支 出 

11,900千円  △5,000千円  6,900千円  

   第３項 予 備 費 5,000千円  △5,000千円   

  第３款 
ゴ ル フ 場 事 業 
資 本 的 支 出 

235,146千円  △8,123千円  227,023千円  

   第１項 建 設 改 良 費 60,604千円  △2,861千円  57,743千円  

   第３項 予 備 費 10,000千円  △5,262千円  4,738千円  

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

 群馬県施設管理事業会計の補正予算については、事業費の確定等により年度内に予算措置

を必要とするので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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十
七 

群
馬
県
県
税
条
例
及

群
馬
県
地
方
活
力
向
上
地
域

県

 
 

 
税

課
税

特
例

関

条
例

一
部

改
正

条
例 

 

の

 

第
一
条 

の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正

 

 
 

第
二
十
五
条
の

五
十
八
条
の
二
第
一
項

を

地
方
自
治
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る

の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た

同
令
に
よ
る
改
正
前
の

条
の
二
第
一
項

に
改

 

 
 

第
三
十
九
条
の

第
七
百
三
十
九
条
の

に
改

 

 
 

第
五
十
七
条
の

事
業
所
統
計

経
済
構
造
統
計

第
七
条
の
二
第
一
項

で
定
め
る
も
の
に
限

改

 

 
 

附
則
第
七
条
の
七
の
次
に
次
の
二
条
を
加

 

 

の
個
人
の
県
民
税
の

 

 

第
七
条
の
八 

知
事

令
和
六
年
度
分
の
個
人
の
県
民
税
に
限

県
民
税
に
係
る
令
和
六
年

度
分
特
別
税
額
控
除
額

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
千
八
百
五
万
円
以
下
で
あ
る
所
得
割

の

こ
の
条
及
び
次
条

特
別
税
額
控
除
対
象
納
税
義
務

第
三
十
七
条
か
ら
第
三
十
八
条
の
二

則
第
七
条
の
四
の

の
五
及
び
附
則
第
八
条
第
一
項
並
び
に
法
附
則

第
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除

 

 

２ 

前
項
の
県
民
税
に
係
る
令
和
六
年
度
分
特
別
税
額
控
除
額

第
一
号
に
掲
げ
る
額
と
第
二

号
に
掲
げ
る
額
と
の

こ
の
項

個
人
の
住
民
税
の
所
得
割
の

が

第
二
十
三
条
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
控
除
対
象
配
偶
者

次
条
に
お
い
て
同

又
は
法
第
二
十
三
条
第
一
項
第
九
号
に
規
定
す
る
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項
の
規
定
に
よ
る
判
定
を
す
る
と
き
の
現
況
に
お
い
て
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有
し
な
い
者

を
除

以
下
こ
の
項

有
す
る
場
合
に

一
万
円
に
当
該
控
除
対
象
配
偶
者
等
一
人
に
つ
き
一
万
円
を
加
算
し
た

を
超
え

る
場
合
に
は

が
控
除
対
象
配
偶
者
等
を
有
す
る

場
合

一
万
円
に
当
該
控
除
対
象
配
偶
者
等
一
人
に
つ
き
一
万
円
を
加
算
し
た
金

に
第
一
号
に
掲
げ
る
額
を
個
人
の
住
民
税
の
所
得
割
の
額
で
除
し
て
得
た
数
値
を
乗
じ

て
得
た

に
一
円
未
満
の
端
数

又
は
当
該
金
額
の
全
額
が
一

円
未
満

端
数
金
額
又
は
そ
の
全
額
を
切
り
上
げ
た

個

人
の
住
民
税
の
所
得
割
の
額
が

が
控
除
対
象
配

偶
者
等
を
有
す
る
場
合

一
万
円
に
当
該
控
除
対
象
配
偶
者
等
一
人
に
つ
き
一
万
円
を

加
算
し
た

を
超
え
な
い
場
合
に
は
同
号
に
掲
げ
る
額
に
相
当
す
る
金
額

 

 
 

一 

特
別
税
額
控
除
対
象
納
税
義
務
者
の
第
三
十
七
条
か
ら
第
三
十
八
条
の
二

附
則
第

の
四
の

の
五
及
び
附
則
第
八
条
第

一
項
並
び
に
法
附
則
第
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
を
適
用
し
て
計
算
し
た
場
合
の
所
得
割

の
額 

 
 

二 

特
別
税
額
控
除
対
象
納
税
義
務
者
の
法
第
三
百
十
四
条
の

の
六
か
ら

第
三
百
十
四
条
の
九

附
則
第
三
条
の

五
条
の
四
の

の
五
第
二
項
及
び
附
則
第
七
条
の
二
第
四
項
の
規

定
を
適
用
し
て
計
算
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額 

 

３ 

前
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
三
十
七
条
の
三
第
三
項
及
び
附
則
第
七
条

の
五
の
規
定
の
適
用

の

の

の
八
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
前
の
も

 

 

の
個
人
の
県
民
税
の

 

 

第
七
条
の
九 

知
事

令
和
七
年
度
分
の
個
人
の
県
民
税
に
限

県
民
税
に
係
る
令
和
七
年

度
分
特
別
税
額
控
除
額

七
号
に
規
定
す
る
同
一
生
計
配
偶
者

び
法
第
三
十
四
条
第
八
項
の
規

定
に
よ
る
判
定
を
す
る
と
き
の
現
況
に
お
い
て
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有
し
な
い
者
を
除

有
す
る
も
の
に
限

第
三
十
七
条
か
ら
第
三
十
八
条
の
二

附
則
第
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第
七
条
の
四
の

の
五
第
一
項
及
び
附
則
第
八

条
第
一
項
並
び
に
法
附
則
第
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か

ら
控
除

 

 

２ 

前
項
の
県
民
税
に
係
る
令
和
七
年
度
分
特
別
税
額
控
除
額

第
一
号
に
掲
げ
る
額
と
第
二

号
に
掲
げ
る
額
と
の

こ
の
項

個
人
の
住
民
税
の
所
得
割
の

一
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
一
万
円
に
第
一
号
に
掲
げ
る
額
を
個
人
の

住
民
税
の
所
得
割
の
額
で
除
し
て
得
た
数
値
を
乗
じ
て
得
た

に
一
円
未
満

の
端
数

又
は
当
該
金
額
の
全
額
が
一
円
未
満

端
数
金

額
又
は
そ
の
全
額
を
切
り
上
げ
た

個
人
の
住
民
税
の
所
得
割
の
額
が
一
万
円

を
超
え
な
い
場
合
に
は
同
号
に
掲
げ
る
額
に
相
当
す
る
金
額

 

 
 

一 

特
別
税
額
控
除
対
象
納
税
義
務
者
の
第
三
十
七
条
か
ら
第
三
十
八
条
の
二

附
則
第

第
七
条
の
四
の

の
五
及
び
附
則
第
八
条
第

一
項
並
び
に
法
附
則
第
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
を
適
用
し
て
計
算
し
た
場
合
の
所
得
割

の
額 

 
 

二 

特
別
税
額
控
除
対
象
納
税
義
務
者
の
法
第
三
百
十
四
条
の

の
六
か
ら

第
三
百
十
四
条
の
九

附
則
第
三
条
の

五
条
の
四
の

の
五
第
二
項
及
び
附
則
第
七
条
の
二
第
四
項
の
規

定
を
適
用
し
て
計
算
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額 

 
 

附
則
第
九
条
第
三
項
に
次
の
一
号
を
加

 

 
 

三 

附
則
第
七
条
の
八
及
び
附
則
第
七
条
の
九
の
規
定
の
適
用

附
則
第
七
条
の

八
第
一
項
及
び
附
則
第
七
条
の

の

所
得
割
の

額
並
び
に
附
則
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

附
則
第
七

条
の
八
第
二
項
第
一
号
及
び
附
則
第
七
条
の

の

と
あ

所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

額
の

 

 
 

附
則
第
十
条
第
三
項
に
次
の
一
号
を
加

 

 
 

四 

附
則
第
七
条
の
八
及
び
附
則
第
七
条
の
九
の
規
定
の
適
用

附
則
第
七
条
の

八
第
一
項
及
び
附
則
第
七
条
の

の

所
得
割
の

額
並
び
に
附
則
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

附
則
第
七
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条
の
八
第
二
項
第
一
号
及
び
附
則
第
七
条
の

の

と
あ

所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

額
の

 

 
 

附
則
第
十
一
条
第
三
項
に
次
の
一
号
を
加

 

 
 

四 

附
則
第
七
条
の
八
及
び
附
則
第
七
条
の
九
の
規
定
の
適
用

附
則
第
七
条
の

八
第
一
項
及
び
附
則
第
七
条
の

の

所
得
割
の

額
並
び
に
附
則
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

附
則
第

七
条
の
八
第
二
項
第
一
号
及
び
附
則
第
七
条
の

の

と

所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得

割
の
額
の

 

 
 

附
則
第
十
四
条
第
四
項
に
次
の
一
号
を
加

 

 
 

五 

附
則
第
七
条
の
八
及
び
附
則
第
七
条
の
九
の
規
定
の
適
用

附
則
第
七
条
の

八
第
一
項
及
び
附
則
第
七
条
の

の

所
得
割
の

額
並
び
に
附
則
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

附
則
第

七
条
の
八
第
二
項
第
一
号
及
び
附
則
第
七
条
の

の

と

所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得

割
の
額
の

 

 
 

附
則
第
十
四
条
の
二
第
三
項
に
次
の
一
号
を
加

 

 
 

四 

附
則
第
七
条
の
八
及
び
附
則
第
七
条
の
九
の
規
定
の
適
用

附
則
第
七
条
の

八
第
一
項
及
び
附
則
第
七
条
の

の

所
得
割
の

額
並
び
に
附
則
第
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

附

則
第
七
条
の
八
第
二
項
第
一
号
及
び
附
則
第
七
条
の

の

所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県

民
税
の
所
得
割
の
額
の

 

 
 

附
則
第
十
四
条
の
四
第
二
項
に
次
の
一
号
を
加

 

 
 

四 

附
則
第
七
条
の
八
及
び
附
則
第
七
条
の
九
の
規
定
の
適
用

附
則
第
七
条
の

八
第
一
項
及
び
附
則
第
七
条
の

の

所
得
割
の

額
並
び
に
附
則
第
十
四
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県
民
税
の
所
得
割
の

附

則
第
七
条
の
八
第
二
項
第
一
号
及
び
附
則
第
七
条
の

の
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所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
十
四
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
県

民
税
の
所
得
割
の
額
の

 

 
 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日

令
和
九
年
三
月
三
十
一
日

第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
三
項
第
一
号

第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
五
項
第
一

号

第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
三
項
第
四
号

第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
五

項
第
四
号

又

若

同
条
第
三
項
第
三
号

又

は
当
該
事
業
年
度
終
了
の
時
に
お
い
て
当
該
法
人
の
同
項
に
規
定
す
る
常
時
使
用
す
る
従
業
員

の
数
が
二
千
人
を
超
え
る
場
合

同
条
第
五
項
第
三
号

第
四
十
二
条
の
十
二
の

五
第
三
項
第
六
号

第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
五
項
第
六
号

に
改

 

 
 

附
則
第
十
七
条
第
一
項
及
び

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日

令
和
八
年
三
月
三

十
一
日

に
改

 

 
 

附
則
第
十
八
条
第
一
項
並
び
に
第
二
十
条
の
二
第
一
項
及
び

令
和
六
年
三
月
三
十

一
日

令
和
九
年
三
月
三
十
一
日

に
改

 

 
 

附
則
第
二
十
二
条
の

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日

令
和
九
年
三
月
三
十
一

日

に
改
め

 

 
 

附
則
第
二
十
九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
二
十
九
条
の

令
和
六
年
三
月

三
十
一
日

令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日

に
改

 

群
馬
県
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
県
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

 

第
二
条 

群
馬
県
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
県
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

 
 

に
改

 

 
 

 

附 

則  

第
一
条 

こ
の
条
例

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

 

事
業
税
に
関
す
る

 

第
二
条 

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
群
馬
県
県
税
条
例
附
則
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定

こ
の
条
例
の
施
行
の
日

以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る

法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
適
用

施
行
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税

従
前
の
例
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右

の
規

定
に
よ
り
専
決
処
分

 

  
 

令
和
六
年
三
月
三
十
日 

 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
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専  決  理  由 

 

 本件については、地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）の一部が令和

６年４月１日に施行されること等に伴い、群馬県県税条例等の一部を改正する必要があるの

で、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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18 下水道法第３１条の２の規定による 

  市町村の負担の変更について    

 

令和５年第１回定例県議会で議決された令和５年度下水道事業に係る下水道法（昭和３３

年法律第７９号）第３１条の２の規定による市町村の負担金の額を、次のとおり変更するも

のとする。 

事 業 名 
事    業    費 負 担 

市 町 村 名 

負   担   額 

議決された額 変更しようと 
す る 額 

議決された額 変更しようと 
す る 額 

社 会 資 本
総 合 整 備 
(奥利根処理区) 

円 
402,904,000 

円 
382,009,000 

 
沼 田 市 

円 
45,720,000 

円 
46,433,549 

  みなかみ町 44,608,000 44,487,727 

社 会 資 本
総 合 整 備 
(県央処理区) 

1,723,083,000 1,583,175,000 前 橋 市 123,612,000 103,022,593 

  高 崎 市 141,545,000 136,825,942 

  渋 川 市 23,977,000 25,758,703 

  藤 岡 市 15,913,000 13,623,922 

  富 岡 市 10,152,000 10,408,057 

  安 中 市 9,721,000 10,531,862 

  榛 東 村 5,147,000 4,050,057 

  吉 岡 町 11,497,000 12,684,976 

  甘 楽 町 5,957,000 8,129,350 

  玉 村 町 24,497,000 18,917,470 

社 会 資 本
総 合 整 備 
(桐生処理区) 

 

345,904,000 174,274,000 桐 生 市 50,299,000 25,444,015 

  み ど り 市 24,796,000 7,790,069 

社 会 資 本
総 合 整 備 
(西邑楽処理区) 

268,336,000 77,411,000 太 田 市 22,526,000 6,679,804 

  千 代 田 町 2,420,000 717,350 

  大 泉 町 25,706,000 7,622,466 

  邑 楽 町 5,218,000 1,547,355 
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事 業 名 
事    業    費 負 担 

市 町 村 名 

負   担   額 

議決された額 変更しようと 
す る 額 

議決された額 変更しようと 
す る 額 

社 会 資 本
総 合 整 備 
(新田処理区) 

円 
31,127,000 

円 
5,261,000 

 
太 田 市 

円 
7,500,000 

円 
1,262,750 

        

社 会 資 本
総 合 整 備 
(佐波処理区) 

1,069,732,000 972,735,000 伊 勢 崎 市 257,254,000 233,158,991 

  太 田 市 496,000 352,009 

単 独 流 域
下水道建設 
(奥利根処理区) 
 

11,770,000 8,525,000 沼 田 市 3,068,000 2,222,041 

  みなかみ町 2,817,000 2,040,459 

単 独 流 域
下水道建設 
(県央処理区) 

72,690,000 70,275,000 前 橋 市 11,289,000 10,318,504 

  高 崎 市 14,141,000 14,549,881 

  渋 川 市 2,330,000 2,476,493 

  藤 岡 市 2,428,000 1,513,782 

  富 岡 市 916,000 970,949 

  安 中 市 882,000 1,023,161 

  榛 東 村 536,000 389,018 

  吉 岡 町 1,076,000 1,315,653 

  甘 楽 町 537,000 779,373 

  玉 村 町 2,210,000 1,800,686 

単 独 流 域
下水道建設 
(桐生処理区) 

1,750,000 1,738,000 桐 生 市 586,000 665,306 

  み ど り 市 289,000 203,694 

単 独 流 域
下水道建設 
(西邑楽処理区) 

4,720,000 4,609,000 太 田 市 952,000 929,174 

  千 代 田 町 102,000 99,785 

  大 泉 町 1,086,000 1,060,301 

  邑 楽 町 220,000 215,240 

単 独 流 域
下水道建設 
(新田処理区) 

1,750,000 1,738,000 太 田 市 875,000 869,000 
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事 業 名 
事    業    費 負 担 

市 町 村 名 

負   担   額 

議決された額 変更しようと 
す る 額 

議決された額 変更しようと 
す る 額 

単 独 流 域
下水道建設 
 (佐波処理区) 

円 
23,750,000 

円 
1,738,000 

 
伊 勢 崎 市 

円 
11,861,000 

円 
855,530 

  太 田 市 14,000 13,470 

 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専 

決処分する。 

  

令和６年３月２９日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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専  決  理  由 

 

事業費の変更に伴い、市町村の負担金の額を早急に変更する必要があるので、地方自治法

第１７９条第１項の規定により専決処分するものである。 
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報第２号 

 

報 告 書 

 

１ 請負契約の変更について 

２ 訴えの提起について 

３ 和解について 

上記について、別冊のとおり専決処分したので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第２項の規定により報告する。 

 

  令和６年５月２４日提出 

 

群馬県知事 山 本 一 太   
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１ 請 負 契 約 の 変 更 に つ い て 

 

令和４年第３回後期定例県議会で議決された道路改築龍ヶ鼻橋上部工製作架設工事に係る

請負契約の内容の一部を次のとおり変更するものとする。 

 上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専

決処分する。 

 

  令和６年３月２１日 

 

群馬県知事 山 本 一 太   

  

区       分 変   更   前 変   更   後 

契 約 金 額  1,185,140,000円  1,208,438,000円 
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専  決  理  由 

 

 本件については、議会の議決により指定された軽易な事項に該当するので、地方自治法第

１８０条第１項の規定により専決処分するものである。 
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２ 訴 え の 提 起 に つ い て 

 

１ 事 件 名 

 県営住宅の建物明渡等請求事件 

２ 相 手 方 

３ 事件の内容及び請求の趣旨 

上記の者は、県営住宅の家賃を長期にわたり滞納している者又は県営住宅を不法に占有

している者であり、再三の家賃等納入勧告及び退去勧告にもかかわらず、納入も退去もし

ないため、滞納家賃等の支払及び県営住宅の明渡しを求める訴えの提起（和解を含む。）

を行ったものである。 

 ４ 事件に対する取扱い方針 

  訴えにおいて、上記請求が認容されないときは、上訴するものとする。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により訴

えの提起（和解を含む。）の専決処分を行った。 

 

 

群馬県知事 山 本 一 太   

 

 

提 起 日 住  宅  名 住     所 氏  名 

令和６年４月１７
日 

広瀬第一県営住宅 
１０７０号 

福島県南相馬市原町区栄町 
一丁目１１８番地 

佐藤 健 

令和６年４月１７
日 

下新田県営住宅 
１２７号 

前橋市下新田町７６８番地 
Ｆ－１２７号 

中堀 悠 

令和６年４月１７
日 

下新田県営住宅 
１２７号 

住所不詳 安田 翔太郎 

令和６年４月１７
日 

萩の宮県営住宅 
１４９号 

佐波郡玉村町大字上新田６８４
番地１１ ミタカヒルズ１０２ 

大澤 希人 
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専  決  理  由 

 

本件については、議会の議決により指定された軽易な事項に該当するので、地方自治法第

１８０条第１項の規定により専決処分するものである。 
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３ 和 解 に つ い て 

 

１ 事 件 名 

 県営住宅の家賃支払請求等和解申立事件 

２ 相 手 方 

３ 和解の内容 

(１)上記の者は、県に対し、滞納家賃を分割して毎月末日までに支払う。 

 (２)上記の者は、県に対し、本件建物に係る家賃を毎月末日までに支払う。 

４ 事件の内容 

  上記の者は、県営住宅の家賃を長期にわたり滞納している者であるが、長期の分納を申

し出たため、訴え提起前の和解申立てを行ったものである。 

５ 事件に関する取扱い方針 

  相手方が裁判所に出頭しない等和解に応じない場合は、県営住宅の明渡し及び滞納家賃

等の支払を求める訴えの提起を行う。 

上記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により訴

え提起前の和解申立ての専決処分を行った。 

 

 

群馬県知事 山 本 一 太   

  

申 立 日 住  宅  名 住     所 氏  名 

令和６年４月２日 中河原県営住宅 
１６６号 

高崎市新町１３８６番地１ 
県住Ｍ棟１６６号 

町田 隆一 

令和６年４月５日 丘山県営住宅 
１６４号 

邑楽郡大泉町丘山１５番 
Ｅ－１６４号 丘山県営住宅団地 

小林 清子 
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専  決  理  由 

 

本件については、議会の議決により指定された軽易な事項に該当するので、地方自治法第

１８０条第１項の規定により専決処分するものである。 
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